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首都直下地震とは
何か？

東京大学地震研究所 平田直
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2016年５月１４日 平田直撮影＠益城町

死者 全壊
271人 8,668棟最大18万人の避難者

平成３０年９月１４日（月）１０時００分消防庁
熊本県熊本地方を震源とする地震（第119報）

©平田直

2016年熊本地震：M7.3
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累積数
300

200

100

回数

1900 1950 2000 年

M7以上の規模の地
震は、毎年1～2回

1868年から2016年 （148年間）
のM≧７の地震 : ２０８個
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首都直下地震とは

ハザード（災害誘因＝自然現象としての力）：
「並み」の大地震（M7) → 熊本地震程度

→ どこでも起きる地震

曝露量（Exposure)  ： 巨大
被害リスク ： 巨大

「首都圏で大災害を引き起こす
可能性のある」地震
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• 太赤線で囲まれた範囲が評価対
象領域を示す。

• 細赤線は最大クラスの地震の震
源域を示す。

• 破線は本評価で用いたフィリピ
ン海プレート上面の等深線を示
す。

M6.7～7.3の地震
●：本評価で対象とした地震

(9地震）

（参考）
●：大正関東地震(1923)の余震
○：前回評価対象とした地震
★：M8クラスのプレート境界地震

プレートの沈み込みに
伴うM7程度の地震の
評価対象領域

地震調査研究推進本部平成26年４月
6
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1703年から現在までに9回 （大正関東地震の余震を除く）
1703年から1923年（220年間）に8回 → 平均発生間隔27.3年

30年以内に発生する確率 → 70％ 程度

平成２６年４月２５日公表
地震調査研究推進本部地震調査委員会

相模トラフ沿いの
M8クラス：
ほぼ0から5%

死者１万人
1923 大正地震

1703 大正地震 1855安政地震
死者7千人

相模トラフからのフィリピン海プレー
トの沈み込みに伴うM7程度の地震
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http://www.jishin.go.jp/main/index.htm
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可能性のある場所を
「仮定」

１９の震源断層を想定

検討対象とした地震の断層位置

都心南部直下
（Mw7.3)

内閣府中央防災会議（平成25年）
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首都直下地震
が起きたら、
何が起きるか

首都直下地震対策検討ワー
キンググループ最終報告
（平成25年：内閣府・中央

防災会議）

震度６弱以上の面積 約
４，５００平方キロ
（一都三県の約３割）

震度分布（都心
南部直下地震）
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都心南部直下地震（冬・夕）による死者数

建物倒壊等, 

6,400

28 ％

急傾斜

地崩壊, 
60人

火災 16,000 人

70 ％

ブロック塀等

の倒壊, 500人

2％

死者：最大約23,000人
逃げ惑い

内閣府中央防災会議（平成25年）

全壊・焼失
６１万棟

負傷者：最大約123,000 人 10
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全壊・焼失棟数
（都心南部直下地震、冬夕、風速8m/s） 都心南部直下地震

内閣府中央防災会議（平成25年）
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全壊・焼失棟数
（都心南部直下地震、冬夕、風速8m/s） 都心南部直下地震

内閣府中央防災会議（平成25年）
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■整備地域（28 地域約 6,900ha）
地域危険度が高く、老朽化した木造
建築物が特に集積するなど、震災時
に特に甚大な被害が想定される

防災都市づくり推進計画（改定）（平成28年３月）

http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/bosai/bosai4.htm
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■整備地域（28 地域約 6,900ha）
地域危険度が高く、老朽化した木造
建築物が特に集積するなど、震災時
に特に甚大な被害が想定される

防災都市づくり推進計画（改定）（平成28年３月）

http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/bosai/bosai4.htm
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区部面積の約10%
居住人口約180万人（区部人口の

20%）
（木密地域全体は16,000ha
整備地域のうち重点整備地域は2,400ha ）



まとめ

耐震化する・不燃化する
自助・共助・公助
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